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近年、世界的な穀物輸入国の一つである日本を取り巻く国際穀物市場の環境は、大きく
変化している。新興国の経済発展に伴う食料需要の増加や、先進国におけるバイオ燃料需
要の拡大、原油価格の高騰、在庫率の低下、異常気象等の天候要因、商品市場への投資増
加といった要因により、国際穀物価格は高騰し、中長期的に高止まりする見込みである。
また環太平洋戦略的経済連携協定(以下、 TPP)への参加が決定した場合、輸入される品目
の構成にも変化が生じ得る。こうした国際穀物市場の変化の影響を大きく被る産業の一つ
が、輸入原料に依存する配合飼料製造業である。
この配合飼料製造業に関する先行研究では、生源寺(1995)、斉藤(2004)、森(2002)、後
藤(2007)等が、立地戦略による重点地域での畜産部門の振興や、畜産部門への参入、飼料
製造の受委託、工場の統廃合等によって、配合飼料製造業が収益性の向上を模索してきた
ことを述べる。しかし、前述した近年の大きな環境変化の下で、業界がどのような状況に
あるのか論じる研究は未だない。また、配合飼料製造業の収益性に影響する要因を列挙し
た先行研究もない。本論では、①配合飼料製造業における収益性の圧迫要因を列挙し、現
在の配合飼料製造業の現状を捉えること。また、②そうした現状における企業の行動を整
理することの 2 点を課題として検証する。その上で、以上の内容から得られた、配合飼料
製造業の振興に関する政策的インプリケーションを提示することを目的とする。
分析手法としては、産業組織論の分析視角や、取引費用理論から派生する種々の議論を
用いて業界構造や企業行動を整理するが、それらをまとめる大きな枠組みとして、経営学
の領域に位置する Porter の五つの競争要因モデルを活用する o Porter(1 998)は、産業の競
争優位を決定する五つの要因として①新規参入の脅威、②売り手の交渉力、③買い手の交
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?? 渉力、④代替品の脅威、⑤既存の競合企業どうしの
ポジション争いの 5 点を挙げ、それら要因に着眼し
た業界構造の分析手法を提示する(第 1 図)。また、「こ
れらの要因の強さが合わさって、その業界の最終的
な収益力を決定するが、競争要因の総体としての強
さがどうであれ、そうした要因から身を守るのに最
適なポジション、あるいは逆に自社に有利になるよ
うに、競争要因を左右できるようなポジションを業
界内部に見出すことが良い業績に繋がる」と述べる。
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第 1 図 Porter の五つの競争要因
資料: Porter(1998) 
五つの競争要因モデルは、収益性の規定要因と、そうした要因を反映した企業の経営行動
を捉えようとする上で有用な枠組みである。
その上で、五つの競争要因モデルについて以下の点を修正する。 Grundy(2006)は五つの
競争要因モデ、ルの課題として、本モデ、ルがそれ自体で独立した部門を構成しており、例え
ば、政策的、経済的、社会的、技術的要因や成長のダイナミクスといった、その他の要因
との関連性がないと指摘する。本モデ、ルのみで、の業界の外部環境の整理は難しいため、本
稿では、五つの競争要因以外で業界の収益性を規定する要因についても、その他の要因と
して確認する。
なお配合飼料メーカーは、③日本飼料工業会に所属する商系の企業、@系統農協によっ
て経営される企業のうち全国農業協同組合連合会(以下、全農)による製造委託を受ける全
農系の企業、。全国酪農業協同組合連合会(以下、全酪連)に属する企業、。いずれにも属
さない企業の大きく 4 グループに分類されるのだが、本論では主に、大きなウェイトを占
める商系及び全農系の動向に着目した分析を行う。また本論の執筆に当たり、 2011-2013
年にかけて配合飼料メーカー 3社、総合商社 2社、全酪連、業界団体 2 団体で聞き取り調
査を行っている。本論の内容は特に言及がなければ、これらの調査内容に依拠する。
2. 配合飼料製造業の業界特性
1) 新規参入の脅威
現時点で、統廃合が進む配合飼料製造業への新規参入はあまり懸念されていないが、本
項では、業界の現状把握も兼ねて、配合飼料製造業における参入障壁を確認する。なお参
入障壁は、 Porter が述べる規模の経済、製品の差別化、資金の必要性、規模に関係のない
コスト面での不利、流通チャンネルへのアクセス、政府の施策の 6 点で分類する。
1. 1)参入障壁の概観
①規模の経済
一般的に配合飼料メーカーの規模の経済性は、製造能力と共に、操業度や自動化の程度、
パラ製造の割合などにも規定される。また、飼料工場は大きいほど供給圏を拡大し、操業
度も向上してコストを節約するのだが、供給闘を十分確保できない場合は操業度が逓減し、
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第 1 表配合飼料製造工場の生産体制 (単位:工場、万 t/年、明)
生産能力U年 I 6.0 万 t 未満 I 6.0・9.6 万 t I 9.6・ 14.4万 t I 14.4-2 1.6 万 t I 21.6-27.6 万 t I 27.6 万 t 以上
2000 年度
工場数
配・混合飼料生産量
工場操業率
200喧年度
工場数
年 内容
2005 仙台飼料
2005 九州昭和産業八代工場
2008 東日本くみあい太田工場
2007 とかち飼料
2011 ホクレン新十勝工場
2011 北九州くみあい長崎工場増設
製造能力
年間 60 万 t
年間 40 万 t
年間 20 万 t
年間 20 万 t
41 14 10 
927 382 356 
129.8 109.0 83.4 
27 
1088.2 
89.6 
資本金 総工費
4億円 約 75 億円(土地代含む)
6.5 億円
4.5 億円 約 150億円(隣接するサイロ会社建設費用含む)
約 55 イ意円
資料:飼料日報社(201Oa)、 W47newd (2010 年 10 月 5 日付)、三井物産ウェブサイト
(http://www.mitsui.com/jp/jalindex.htmD より筆者作成。
規模の経済性は相殺される。第 1 表は、配合飼料工場の生産体制を整理したものである。
全体の工場数が減少する中で、 27 万 6 千 t 以上の工場数は大幅に伸びており、大規模化が
進展していることが分かる。一方操業率では、いずれの年度も 14 万 4 千-21 万 6 千 t の工
場の操業率が最も高い。 27 万 6 千 t 規模の操業率は小さく、規模に応じた供給圏の確保が
十分できていないようである。
こうした規模の工場建設に必要な資本を示したものが、第 2 表である。近年、新しく建
設された飼料工場のうち、仙台飼料ととかち飼料はいずれも既存企業の合弁企業として設
立され(注1)、資本金がそれぞれ4億円と 4.5 億円。総工費がそれぞれ 75 億円、 150 億円
かかっている。なお「平成 20 年度配合飼料製造業調査結果J に依ると(注 2)、業界全体の
経常利益率は 0.6%であり、他製造業と比べて著しく低い状況にある(注 3)。こうした収益
性の低い業界において、新規参入企業による上述した固定的な資本投下は困難であろう。
②流通チャンネルへのアクセス
日本の食料ビジネスにおいて外資参入が活発でない理由の 1 つは、複雑な流通構造によ
る Market Foreclosure の形成に帰せられる(注 4)。本項では、長期的取引関係と Market
Foreclosure をキーワードに、流通チャンネノレへのアクセスに関連する参入障壁について
確認できる点を記述する。
[配合飼料製造]
まず配合飼料製造を行うための港湾部近くの土地や工場の取得に、他の飼料製造業者や
畜産農家からの抵抗にあう。Kneen(1995)は、 1998 年にカーギルが参入した際、土地の取
得に相当の時間を費やしたことを述べている。また商系メーカーにおいて、配合飼料の委
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託生産が頻繁に行われている。この委託生産とは、
飼料企業が自社工場から遠距離に位置する顧客(畜
産農家)に飼料を販売する際、その顧客により近接し
た他社工場へ飼料生産を委託し、そこから顧客へ直
接供給することで、飼料輸送コストを削減する生産
方式のことを指す(注 5)。こうした費用逓減のための
水平的な企業間提携に参入するに当たって、既存企
業との交渉といった取引費用が必要となる。
[配合飼料供給]
配合飼半ヰ供給については、全農系と商系とで分類
して考察する。
まず、全農系の物流経路を説明する(第 2 図)。全
第 2 図飼料供給の物流経路
資料:駒井(2001)、後藤(2007) 、
野口 (2011) より筆者作成。
農系の物流ルートにおいては、県経済連を経由して
単位農協へ販売する場合と、飼料企業が直接単位農協へ販売する場合及び、畜産農家へ直
接供給する場合がある。ただし近年、県経済連は解散して全農県本部となることが多く、
県経済連を経由する県は減少している。配合飼料供給における県経済連の役割は、単位農
協の注文の取りまとめである。また単位農協は、飼料倉庫(ストックポイント: Sp) として
の役割や、配合飼料の営業活動、家畜購入や融資等の支援を行っている。特に単位農協は、
地方のほぼ全域をカバーしているため、全農は、非常に広範囲に亘る飼料販売網を有して
し、ることになる。そのためこの全農の飼料供給の特徴は、商系と比べて、遠隔地の小規模
農家への供給まで、カバーしている点にある(後藤， 2007, 25)。また、農家獲得戦略につい
ても確認する。まず全農は、大規模農家の獲得のため、 1981 年に「飼養規模別畜産農家対
策J を策定し、農家を 5・6 段階にランク分けしたうえで大規模農家に優遇的に助成金を支
給する対策を実施している。これらの対策は、全国一律に展開されていなし、点で不十分と
の指摘もあるが(注 6)、新規参入企業にとっては、大規模農家の獲得に当たり、ある程度の
資金が必要となる。更に大規模農家に対して、畜産農家の飼養・生産目的及び家畜の生産
ステージ等に合わせた独自の配合設計を飼料会社が行う、指定配合飼料方式を推奨し、長
期的取引関係の構築を図る。この他、畜産農家を巡回して、畜舎の改善や餌養管理の手法、
経営のコンサルティング方法や衛生対策の情報を提供する等、営農サービスの提供による
農家獲得策を展開する。また、全農ミートフーズや JA 全農たまご、全農チキンフーズ、
JA 高崎ハム、東北協同乳業といった買い手を系列に有する点も、長期取引関係の構築と
言える。全農から飼料を購入する農家は全国に万遍なく分布しており、こうしたネットワ
ークが参入障壁として機能し得る。
次に、商系の物流経路を確認する。商系においては、特約店や販売子会社を経由した飼
料販売の他、配合飼料メーカーが直接需要者に販売する形態が取られている。特に、この
特約店を介した複雑な流通経路が、外資企業の参入障壁となる。特約店は、配合飼料工場
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から大口で供給される製品を個々の農家へ供給する役割を担っている他、飼料以外の生産
資材の販売や、金融面での農家への支援、畜産物の販売経路の確保等、多様な機能を介し
て畜産農家を支援している。新規参入企業にとっては、こうした特約店との関係構築が畜
産農家への配合飼料販売において必要となる。また、商系メーカーの農家獲得戦略につい
ても確認する。まず商系メーカーにおいては、 1980 年代から、特定地域に特定畜種の産地
を配置しようとする農家獲得戦略が採られてきた。例えば日本配合飼料は、筆頭株主であ
る三井物産の飼料販売網を利用し、大規模農家に対する飼料価格の引き下げや、畜舎増設
のための資金融資を行うなどを行い、大規模化の助成と固定的な取引関係の構築に努めて
いる。その際、飼料効率の高い養豚・養鶏農家と、北東北や南九州を中心に、大規模農家
獲得策を展開しており(後藤， 2007, 33)、これによって、畜産物の国内生産量が減退する
中で、配合飼料輸送の合理化と大規模農家の獲得の両立を図っている。また輸送費につい
て、需要者ごとにそれぞれに要した輸送費を課している点も、産地形成と大規模農家獲得
に貢献している。この他の農家獲得戦略として、全農と同様に、畜産農家を巡回しての営
農指導や指定配合飼料の普及を図っている。また総合商社の系列企業を始めとして、上場
企業である配合飼料メーカーの多くが、畜産部門等に関連会社を有している。
更に、全農系と商系に共通する流通段階での参入障壁を確認する。まず、第 2 図にある
中間基地(ストックポイント: SP) とは、工場から遠い地点にある飼料倉庫のことであり、
遠隔地の畜産農家への飼料供給拠点となる。これらは、中間基地までの大規模輸送の実現
による輸送費低減の機能の他、工場のストック機能の補完や、受発注の情報機能を担って
おり(斉藤 1991)、特に遠隔地への飼料供給において欠かせない施設である。こうした施設
は特約店が多く保有しているが、地域によっては配合飼料製造企業が直接保有しているも
のもある。この SP の確保についても、新規参入企業は資本投下が必要である。
③政府の施策
参入障壁となり得る施策として、「飼料安全法」による厳格な安全基準の設定が挙げられ
る。「飼料安全法J とは、飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制、飼料の工程規格の設
定及び検定等を行うものであり、新規参入企業がこうした安全基準を達成するには、ノウ
ハウの獲得が必要となる。また川下での複数回にわたる品質検査等、厳格な「飼料安全法J
はメーカーの低収益性の要因のーっとなっており、批判もされている。更に、税関長の認
可を受けた工場でなければ、無関税の飼料原料を活用できないとする「承認工場制度J に
ついても、 1988 年にカーギルが配合飼料製造業へ参入する際に、承認に相当の時間を費や
しており(Kneen， 1995, 259)、参入障壁として機能し得る。
④ 資金の必要性
海外に比べて日本の農家の品質に対する要求は高く(Kneen， 1995, 260)、その点への
対応に、外資企業の資本投下が必要となる。
⑤ 製品の差別化
製品の差別化に関しては、以下 4 点の理由から、それのみで価格競争の構造を変えるほ
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どの効果は有していないと考えられる(注 7)。即ち、1)差別化の対象が、原料の組成や製品
の形状といった比較的模倣の容易な特性に限られていること。 2)大規模畜産経営にあって
は、同一畜種を対象に複数の企業から配合飼料を購入するケースが少なくない状況にあり、
製品間の代替性が高いこと。 3)配合飼料の販売価格の構成比では、売上原価が 90%である
一方、利益は1.6%のみであり、付加価値の創出が十分なされていないこと(注 8)0 4)配合
飼料産業の研究開発費支出は、他の製造業に比して著しく低い水準にあること(注 9)である。
⑥規模に関係のないコスト面での不利
他項で述べた内容以外に、コスト面での不利は確認できない。
1. 2) 外資企業による参入事例
これまで Porter の分類に従って、配合飼料メーカーの参入障壁を列挙した。本項では、
1988 年に配合飼料製造事業に参入し、 1997 年に撤退したカーギルの事例を紹介し、上述
した参入障壁がどのように機能したか確認する。まずカーギルが参入するに当たって、「承
認工場制度」に基づく税関の認可を受けること及び、飼料工場用の土地を鹿児島県から購
入する必要があったのだが、現地の県議会や農業団体の抵抗によって難航した。これに対
してカーギルは、合衆国政府を通じて、日米貿易委員会で日本市場の閉鎖性として大きく
取り上げ、約 5年間交渉し、参入を実現した。しかし参入後、カーギルは日本国内での畜
産インテグレーションの構築に失敗している。第一に、低価格を武器にシェア拡大を目指
したものの、主要な需要者が既に大手配合飼料メーカーの川下展開あるいは指定配合飼料
への対応等によってある程度固定化されていたため、需要獲得が困難で、あった(森， 2002 ，
35)。第二に、日本の農家が、配合飼料品質に対する要求が厳しいことや、信用買いの可能
な飼料業者を変えることを好まなかった(Kneen ， 1995, 260)。第三に、全農のネットワ
ークによる Market Foreclosure の存在も 取引先を限定的なものとし、参入障壁として
機能した(注 10)。第 4 に、配合飼料産業の低成長性も撤退の誘因となった(注 11)。以上か
ら、カーギルは 1997 年 3 月に飼料事業から撤退した口流通チャンネルへのアクセスの阻
害要因等、非関税障壁が大きく機能していることが、本事例から読み取れる。
2) 売り手の交渉力
飼料原料取引において配合飼料メーカーは、一部の企業を除いて資本関係にない商社と
も取引を行い、価格交渉力を維持している(注 12)。参考価格としてシカゴ相場が機能し、
また穀物の最終確定単価はメーカーがプライシングする等、透明性のある取引構造が構築
されている。
ただし、近年の飼料原料価格の高騰は、配合飼料製造業に大きな影響を与えている。配
合飼料製造業は、製品価格の 9割を売上原価が占める加工賃産業である。原料価格は中長
期的に高止まりする見込みであり、特に近年では、中国のトウモロコシ輸入の拡大による
更なる需給逼迫も予想される。こうした穀物価格の高騰によって影響を受けたのが、配合
飼料価格安定基金である。配合飼料価格安定基金とは、飼料穀物の輸入価格が著しく高騰
した場合、国内の畜産農家が受ける影響を軽減するため、基金を設けて農家に交付金を補
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填する制度である。この基金は、平成 19田20 年度の飼料原料価格の高騰を受けて、配合飼
料価格を補填するための不足した資金を、市中銀行から 900 億円、農畜産業振興機構から
292 億円借入した。市中銀行からの借入金については返済を進めているが、価格高騰を補
填する資金は十分でなく、 2013 年 6 月には、配合飼料価格の高騰分を政府が国費で補助す
る事態となっている。こうした状況のため、安定基金制度の存続が危ぶまれており、自民
党と農水省で制度の抜本的な見直しも検討されている。穀物価格の高騰による、配合飼料
製造業への影響の大きさが、この一件からも理解できる。
3) 買い手の交渉力
斉藤(1991)は畜産農家が価格交渉力を強化する方法として、1)中間拠点の設置や、産地
の依頼した関連輸送業者による輸送等、流通段階を担うことによる工場渡し価格に近い価
格の実現、 2)指定配合飼料の活用、 3)産地が原料を購入して工場に依頼する委託配合、 4)
産地による飼料工場の所有の 4 点を挙げ、「ローカルインテグレーターは取引先を特定飼料
会社に特定化するよりも、価格・品質と生産効率を比較しながら飼料会社を選択するよう
になった」と述べる。ただし小規模農家の中には、⑦買い取り数量が少量であること、③
指定配合等を行うノウハウを有していないこと、⑫メーカーとの長期取引関係を重要視す
ることから、メーカー 1 社と固定的な取引を継続する農家も多く、全ての農家が高い価格
交渉力を有しているとは言い難い。高い価格交渉力を有する大規模農家と、 1 社との長期
取引関係を重視する小規模農家が併存する状況にあると言えよう。
しかし、以下のような状況であるため、配合飼料価格の低減圧力は強くなっている。ま
ず、前述した配合飼料価格安定基金は、農家への交付金に対して、通常補てんにおいて商
系配合飼料メーカーが 1 ，000 円It、全農系配合飼料メーカーが 500 円It、全農が 750 円/t
を負担する上、価格の上限を超えた場合に支払われる異常補てんの 112 を配合飼料メーカ
ーが支払っている。この点は、価格引き上げを目指す買い手の交渉力を減退させる要因と
第 3 表飼料価格改定額の推移
年度(四半期) 全農(円) 業界平均(円)
2006 (I) ム500 ム383
2006αII) 1,700 1,754 
2006 (IV) 5,500 5,616 
2007α) 3,200 3,230 
2007 (I) 1,100 1,208 
2007 mI) ,6400 ム288
2007 (IV) 3,900 4,135 
2008 (I) 4,500 4,660 
2008 (I) 1,500 1,948 
2008 (III) 2,500 2,872 
2008 (IV) ム12，200 ム 11 ， 878
2009 (I) ム4，200 ム3， 568
2009 (I) 2,800 2,892 
2009 mI) ム 1 ，400 ム 1 ，362
2009 (IV) ム500 ム432
2010 (I) ム1 ，000 ム685
資料:飼料日報社(2010b)
なっている。また、配合飼料供給の 3割を占める全
農の価格改定額は、業界全体の価格改定額と比較す
ると、値上げの際に小さい一方、値下げの際に大き
くなっている(第 3 表)。畜産農家の安定経営を志向
する全農のプライス・リーダーシップの下で、原料
価格の上昇を製品価格に転嫁しにくい状況となって
し、る。
更に、近年の畜産部門の動向を確認したい。まず
第 3 表から畜産部門が競争的な市場構造にあるもの
の、大規模化が進展していることが分かる。一方、
畜産物 1 頭当たりの所得の推移をみると(第 3 図)、
いずれの指標も減退傾向にあり、去勢若齢肥育牛に
至っては、赤字となる年度もある。こうした中で、
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第 4 表畜種別・飼養頭数規模別の飼養戸数と飼養頭数シェアの推移 (単位・頭、羽、目)
乳牛 1-19 20-29 30-49 50-79 80-99 100- 言十
2002 年 7,900 5,160 8,920 5,710 1,090 1,360 30,100 
(6.8) (9.9) (27.9) (27.ω (8.2) (17.5) (100.0) 
2012 年 4,340 2,940 5,210 3,910 1,010 2,030 19,400 
(4.7) (6.7) (19.3) (24.4) (9.2) (35.7) (100.0) 
肉牛 1-4 5-9 10-19 20・ 49 50-99 100-199 200・ 言十
2002 年 41,900 24,200 17,000 11,180 4,150 2,780 2,600 103,700 
(3.8) (5.9) (8.1) (11.9) (10.3) (13.5) (46.5) (100.0) 
2012 年 21,200 14,300 11,500 9,050 4,240 2,340 2,190 64,800 
(2.4) (3.8) (6.0) (11.1) (ll.5) (12.7) (52.4) (100.0) 
肥育豚 1-99 100-299 300-499 500-999 1,000-1 ,999 2000- 言十
2002 年 1,420 1,700 1,210 1,800 1,240 840 8,190 
(1.1) (4.5) (6.3) (16.0) (20 目 5) (51.6) (100.0) 
2012 年 738 745 635 1,050 1,020 987 5,180 
(0.7) (2.0) (3.1) (9.3) (16.8) (68.0) (100.0) 
採卵鶏 1 千-4， 999 5 千-9， 999 1 万-49，999 5 万-99， 999 10 万ー 計
2002 年 1,140 710 1,580 340 350 4,450 
(2.1) (3.7) (25.9) (17.2) (51.0) (100.0) 
2012 年 648 410 900 274 327 2,770 
(1.2) (2.0) (15.5) (14.5) (66.8) (100.0) 
7"ロイ7- 5 万未満 5 万一99，999 10 万-299，999 30 万ー 言十
2002 年 833 652 1,493 387 3,365 
(3.7) (8.2) (43.6) (44.5) (100.0) 
2008 年 556 506 1,396 467 2,925 
(2.4) (6.1) (40.0) (51.6) (100.0) 
、，、 農林水産省!畜産統計」より筆者作成。
注:()は、飼養頭数・羽数の合計に占める、各規模の飼養頭数・羽数の割合。またブロイラ
ーについては、 2009 年以降調査を休止しているため、 2008 年のデータを代用している。
第 3 図 年度・畜種別 1 頭当たり所得の推移
資料:農林水産省「畜産物生産費統計」より筆者作成。
注:肥育豚は、右軸。また、平成 10 年までは年次別。
4) 代替品の脅威
飼料原料価格高騰に伴う飼料価
格の高騰により、生産費に占め
る飼料費の割合は増加傾向にあ
る(第 4 図)。日本経済新聞社等
(2011)も、消費者の低価格志向
から、畜産農家の手取り収入の
伸び悩みと共に、配合飼料の大
幅値上げも難しい情勢にあると
述べており、経営環境の悪化と
大規模化の進展により、飼料価
格の下落圧力は高まっている。
差別化が困難である配合飼料製造業において、特定の代替品の脅威は確認できない。
5) その他の要因
第一に、グローパル化の進展が挙げられる。例えば TPP 参加に関する政府統一試算によ
ると、何の対策も取らなかった場合の参加により豚肉 4，600 億円、牛肉 3，000 億円、鶏卵
1 ， 100 億円、鶏肉 1 ，000 億円の生産減退が見込まれている。 TPP への参加が実現すると、
配合飼料供給が減退することは間違いなく、業界の再編が予想される。ただし TPP への参
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資料:農林水産省「畜産生産費統計J より筆者作成。
注:平成 10 年までは年次別。
加に当たって、食肉の関税は守ら
れるのか、どのような農業支援策
がとられるかによって畜産部門へ
の影響は異なるため、メーカー自
身も、現時点で正確な見通しは有
していない。
第二に、鶏インフルエンザや
BSE、口蹄疫といった病害リスク
である。こうした病害リスクの蔓
延は、病気になった牛の殺処分の
みならず、子牛代の急騰といった
他の生産者の生産費用の増加にも
つながる。当然、畜産部門の収益
性や生産量が逓減すれば、配合飼料製造業においても販売価格や供給量の低下につながる
ため、一つのリスク要因となっている。更に、 BSE 問題を受けて 2003 年、反甥動物用飼
料の製造工程の分離が法的に規制された。こうした製造工程の分離は、対策に資本投下が
必要である。このラインの分離も含めて、病害リスクの予防にメーカーは細心の注意を払
っており、この費用も、配合飼料製造業の収益性を圧迫する要因となっている。
第三に、国内市場の縮小が挙げられる。少子高齢化の進展により、日本の一人当たりの
食肉消費量が減退と人口減から、市場全体が縮小傾向にある。また、家畜の飼養技術の開
発により、少ない飼料で家畜を飼育する技術が開発されており、たとえ TPP への参加がな
くても、配合飼料需要は減退する見通しである。
第四に、東日本大震災の影響である。国からの支援もあるとはいえ、被災した工場の再
投資にまず資金が必要となる。また東日本大震災に被災した畜産農家は、事業再開のため
に資金が必要であり、離農する農家も多い。
3. 配合飼料製造業の再編と競争戦略
1)既存の競合企業同士のポジション争い
これまで見てきたように配合飼料製造業は、現段階において、1)原料価格の高騰、 2)畜
年度
2003 
2004 
2005 
2006 
2007 
2008 
第 5 表 配合飼料製造業の売上高経常利益率
配合飼料製造業 食品製造業 製造業
2.13% 3.19% 3.92% 
1.94% 3.38% 4.75% 
2.63% 3.06% 5.01% 
2.39% 2.78% 5.29% 
1.44% 2.76% 5.06% 
0.64% 2.63% 2.29% 
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の進展による食肉輸入拡大の懸
念、 4)全農のプライス・リーダ
ーシップ等による価格の値下げ
圧力、 5) ["飼料安全法」や f配
合飼料価格安定基金」といった
政策、 ω圏内市場の縮小といっ
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第 6 表配合飼料製造業の市場構造
年 CR3(%) CRI0(%) HI 企業数 承認工場数 全農全体のシェア
2006 25.1 57.5 442 75 135 29.65 
2007 26.6 59.0 463 76 135 29.64 
2008 29.1 62.5 514 72 131 30.09 
2009 26.8 59.8 465 72 128 29.78 
2010 28.0 60.3 476 70 127 30.73 
資料:経済産業省『工業統計』、『飼料と畜産・春季特別号』各年
版、飼料日報社.及び、『飼料と畜産・秋期特別号』各年版、
飼料日報社.より筆者作成。
た収益圧迫要因を有し
ている。そのため第 5
表の通り、製造業や食
品製造業に比べて利益
率は低い状況にある。
本項では、こうした状
況にある中での、既存
の競合企業同士のポジ
ション争いを確認する。注: CR3、 CR5、ハーフインダノレ指数(HI)は、各社の出荷金額
を基に算出されたもの。 まず配合飼料製造業
における企業集中度は、増減はあるものの、概ね増加傾向にある(第 6 表)。ただしこれら
の産業集中度の数値は、各全農系メーカーを 1 社として計算した数値である。全農全体と
しては、約 3割のシェアを保っており、全農全体を 1 企業とした場合、上位 7社で全体の
約 3/4 を占める寡占的な市場構造となる(注 13)。また配合飼料製造業には小規模企業も多
く、寡占核の周りに競争的周縁を有する「部分寡占」の状況にある。ただしそうした競争
的周縁を構成する企業は、(i)非常に小規模である点や、 (ii)幾っかが、大企業の受託企業で
ある点から、価格決定への影響力はそれほど大きくないとされる。
こうした寡占的な市場構造の下で、配合飼料製造業がどのようなポジション争いを行っ
ているのか確認する。第一に、生産性の向上と、物流・製造の合理化を目的とした、生産
体制の見直しが進んでいる。全農においては、 2008 年に JA東日本くみあい飼料とジェイ
企業名
全農系
ホクレン
北日本くみあい
東日本くみあい
北九州くみあい
商系
日清丸紅飼料
中部飼料
日本農産工業
日本配合飼料
協同飼料
伊藤忠飼料
雪印種苗
日本甜粟製糖
明治餌樋
九州昭和産業
第 7 表近年の飼料生産体制における合理化事例
事例
新設した新十勝工場に帯広工場(平成 23 年閉鎖)を集約。
北見工場(平成 23 年閉鎖)を釧路西港工場に集約。
秋田・郡山の両工場(平成 17 年閉鎖)と花巻工場(平成 23 年閉鎖)を石巻・八戸工場に集約。
増設により拡充した石巻工場に酒田・山形の両工場(平成 20 年閉鎖)を集約。
新設した太田工場に、群馬・栃木の両工場(平成 20 年閉鎖)を集約。
鶏豚用飼料製造フインを新設した知多工場に蒲郡工場(平成 21 年閉鎖)を集約。
長崎工場の増設。
合弁会社とかち飼料及び飼料コンビナートの設立。
水島工場牛専用工場の新設と共に、岡山工場を閉鎖(平成 24 年)。
合弁会社仙台飼料の設立と共に、塩釜工場の鶏豚用飼料の生産を中止(平成 19 年)し養魚・豚人工乳専用工場に
なったのに続き、牛用飼料専用工場が平成 21 年に完成。
八戸飼料株式会社に資本参加(平成 24 年)。
合弁会社仙台飼料の設立とともに、塩釜工場が牛用飼料の生産を中止(平成 21 年)。特殊飼料専用工場となる。
更に震災のため、塩釜工場を閉鎖(平成 23 年)。協同飼料と企業統合の検討開始(平成 25 年)。
日本配合飼料との企業統合の検討を開始(平成 25 年)。
八戸工場を分社化し、八戸飼料株式会社とする(平成 24 年)。
北上工場を閉鎖(平成 17 年)。
合弁会社とかち飼料の設立と共に、帯広工場を閉鎖(平成 23 年)。
合弁会社仙台飼料の設立とともに、瀬峰工場が牛用飼料の生産を中止(平成 21 年)0 TMR 専用工場となる。
八代工場を新設。
資料:飼料日報社(2010a)及ひ'各社ウェブ、サイトより筆者作成。
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エイ東海くみあい飼料が合併して JA 東日本くみあい飼料となった他、ジェイエイ西日本
くみあい飼料とジェイエイ四国くみあい飼料が合併して JA 西日本くみあい飼料が発足し
ている。また 2010 年に、 JA 北九州、|くみあい飼料と熊本くみあい飼料が合併している。吏
に第 7 表の通り、小規模・老朽化工場の閉鎖と大型工場への集約が進んでいる。商系メー
カーにおいては、 2005 年以降、ミツワ飼料、杉治商会、東海起業、吉閏商店、中国飼料と
いった小規模メーカーが廃業している。また全農系同様、小規模・老朽化工場の閉鎖と大
型工場への集約が進んでいる。特に商系メーカーにおいては、スケールメリットによる生
産の効率化を図るため、とかち飼料や仙台飼料、八戸飼料といった、大手メーカーの合弁
事業による受託専門会社の設立が相次いでいる。また 2013 年には、日本配合飼料と協同
飼料が企業統合に向けた検討を開始している。
第二に、受委託生産が増加している。総務省の「平成 17 年(2005 年)産業連関表j と、
経済産業省の「平成 22 年延長産業連関表(平成 17 年基準)J における、飼料の受委託を表
す飼料製造業における飼料の投入金額を比較すると、約 984 億円から約 2，779 億円へと 5
年間で約 2.8 倍に拡大している。
なお価格改定については既述の通り、全農のプライス・リーダーシップや、配合飼料価
格安定基金の補填価格の負担のため、原料価格の高騰分を製品価格に十分転嫁できない状
況にある。配合飼料製造業においてはそうした状況の下、価格でなく、飼料製造の受委託
や合弁事業といった数量面での企業間協調によって、収益性の向上を図っている。
2) 配合飼料製造業の競争戦略
以上の内容を、第 5 図に整理する。配合飼料製造業は、1)原料価格の高騰、 2)畜産部門
の不振、 3)TPP 参加による食肉輸入拡大の懸念、 4)全農のプライス・リーダーシップ等に
よる価格の値下げ圧力、 5) I飼料安全法J や「配合飼料価格安定基金」といった政策、 6)
国内市場の縮小といった収益圧迫要因のため利益率が低迷し、⑧工場の統廃合による効率
化と、⑥合弁事業や受委託製造といった企業間協調によって対応している。次に本項では、
配合飼料メーカーがこうした現状にどのような成長戦略をとっているのか整理する。
一「一一一一一J
①畜産部門の振興策
全農や大手メーカーで、生産者の生産効
率化を実現するため、飼養技術及び配合飼
料の R&D が進められている。また、畜産
部門の差別化は主に、配合飼料の配合比率
によって規定される。そこで例えば、茶を
混合した配合飼料の供給や葉酸を含んだ鶏
卵の販売等、ブランド化に関する畜産農家
への提案を通じて畜産部門全体の振興策を
各社がとっている。
第 5 図 配合飼料製造業の五つの競争要因資料:筆者作成。 ②事業の多角化
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第一に、川下の畜産部門へ参入している。例えば日清丸紅飼料の丸紅エッグ(株)の完全
子会社化(2009 年)、中部飼料による大里畜産の株式取得(2010 年)、日本配合飼料の宗像フ
ァームへの出資(2006 年)、栗駒ファーム(2006 年)・たんちょうファーム(2007 年)・白樺フ
ァーム(2009 年)・栗駒ポートリー(2010 年)の設立といった事例が見受けられる。
第二に、水産事業への参入である。近年では、日清丸紅飼料のオリエンタル酵母工業か
らの養魚飼料事業の譲受(2009 年)、日本農産工業の日東富士製粉からの水産飼料事業の譲
受(2012 年)、中部飼料による東洋水産の株式取得(2011 年)といった事例がある。
この他、中部飼料の醗酵おからの研究開発・製造を目的とした(株)美濃部の株式取得
(2010 年)、水産を主力とする居酒屋を経営するチムニーと、農畜水産物の販売を行う合弁
会社設立(2013 年)、伊藤忠飼料によるレストランのオープン(2007 年)といった事例がある。
③合理化の推進
前項で述べた工場の統廃合や受委託製造の拡大以外にも、合理化が推進されている。
第一に、原料価格の低減が図られている。これは、 [1]調達産地の多元化(注 14) 、 [2]ノ〈イ
オエタノールの副産物で、ある DDGS の活用(注 15) 、 [3] トウモロコシよりも値上げ幅の小
さい大豆粕等の副原料の配合率増加といった方法がとられている。
第二に、配合飼料輸送におけるバラ化率の拡大で、ある口配合飼料輸送においては、バル
ク車によるバラ輸送、 500kg 入りのトランスバッグ、 20kg 入りの紙袋の 3種類の輸送形
態がある。輸送費用は、規模の経済性が働くパラ輸送が最も安価で、 トランスバッグ、紙
袋の順に高くなる。ただしバラ輸送には、バルク車や、生産者によるバラタンクの設置と
いった初期投資が必要となる。また、取引単位が小さければ過剰投資となるため(斉藤，
2004, 101)、生産者の生産規模の拡大が必要で、あった。近年、このバラ化率は 94%前後と
高い水準で推移しており、更にバラ化率拡大を図る取り組みもなされている。
③ 海外展開
未だ事例は少ないが、一部のメーカーは海外へ事業展開している。まず日本農産工業が
2007 年、中国の高龍グループ。の子会社と合弁で、水産用配合飼料の製造・販売を行う企業
を設立している(注 16)。また同年、フランスの大手飼料メーカーであるエビアリス社の子
会社であるエビアリス山東・アニマル・ニュートリション社(中国)に資本参加している(注
17)。また協同飼料は、 2011 年に双日と合弁で、ベトナムの配合飼料生産・販売事業への
参入を決めている(注 18)。中部飼料は、子会社の中部エコテックが 2006 年、中国に吉林
華中緑色生体農業開発有限公司を設立し、中国で肥料の製造・販売を行っている。この他、
日本配合飼料が三井物産の海外ネットワークを活用し、現地のパートナー企業を探しなが
ら、飼料製造・販売の海外事業を展開しようとしている。
ただし、以上の取り組みは効果が限定的という見方が強く、国内市場の縮小や TPP への
参加による影響について、抜本的な対応策は見いだせていない状況にある。
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4. 配合飼料製造業に関する政策提言
以上、本論では、配合飼料製造業の市場構造を捉え、また収益改善に向けた対応策を概
観した。こうした内容から、②特にグローパル化の進展により、大きな影響を被る可能性
があるのだが、@そうした状況に対して、収益改善へ向けた取り組みが困難であるといっ
た知見を得ることができた。また、配合飼料製造業の収益性に影響する要因の列挙といっ
た、これまでの既存研究が網羅できていなし、点について言及した。以上から、配合飼料製
造業を取り巻く環境は、非常に厳しいと言わざるを得ない。そこで最後に、配合飼料製造
業と畜産部門を振興する上で必要と思われる政策提言を行い、本論の議論の締めとする。
配合飼料製造業においては、厳格な「飼料安全法」や、「配合飼料価格安定基金」といっ
た政策的な収益の圧迫要因が幾っか見られた。近年の配合飼料価格の高騰は、畜産部門の
収益性も圧迫しており(第 4 図)、その費用逓減策は重要である。特に我が国の「飼料安全
法J は他国と比べて非常に厳格とされる。病気の防除や安全な製品供給は必要であるが、
より安価な配合飼料を供給し、畜産農家の安定経営に資するためには、諸外国の制度とも
比較をしながら、規制緩和の推進を検討する必要があろう。また「配合飼料価格安定基金」
についても、原料価格の高騰による製品価格の値上げ分を、メーカー自身が更に一部を補
填する制度となっており、近年の著しい国際穀物価格の高騰によって、制度の維持が困難
となっている。政策的な要因によって、低収益性が宿命づけられた産業と言ってよく、今
後のグローパル化の進展が見込まれる中で、費用の低減策やより安定した基金制度の実施
による、配合飼料製造業と畜産部門への支援が求められる。
注 1) なお、こうした固定的な資本投下は、既存企業による、他工場の廃業に伴う資本集約の一環とし
て行われている。
2) 平成 20 年度配合飼料産業調査結果J (平成 21 年 6 月実施)は、配合飼料製造企業 73 社、同工
場は 128 件から回答を得たものである。飼料日報社(2009)は平成 20 年 12 月時点の配合飼料製
造企業数を 72 社、工場数を 131 社としており、「配合飼料産業調査結果J が、配合飼料産業の
ほぼ全域をカバーしていることが分かる。
3) 同年の食品製造業の売上高経常利益率は 2.6%、製造業では 2.3%である(財務省「法人企業統計
調査J )0 
4) ここで Market Foreclosure とは、川下の買い手による川上の売り手へのアクセス、または川上
の売り手による川下の買い手へのアクセスを不可能とする排除行為を指す。
5) r平成 20 年度配合飼料産業調査結果J に依ると、回答のあった企業 73 社の総生産量 2，438 万 t
に対して、受託生産量は 746.4万 t であり、全体の 32.3%を占めている。
6) 斉藤(1991)はこの対策について、実施方法を県経済連に一任したため、多くの県が、地域主義的
な観点から中小規模農家層にも助成金を均等に配分する方法を選択しており、全国一律に浸透し
ていないと述べる。ただし近年、前述した県経済連の解体により、県経済連がない地域における
大規模農家層への対策は、管轄地域における全農系配合飼料メーカーが決定している。ただしそ
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れでも、 助成金を均等に配分する等、大規模対策が不十分な地域があることをヒアリングして
いる。なおこうした動向も、全農系の飼料供給先が小規模農家に多いことの理由の一つである。
7) 本パラグラフの内容は、主に生源寺(1995)を参照している。
8) (社)配合飼料供給安定機構「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」を参照。
9) 売上高研究開発費比率は 2008 年度において、配合飼料製造業で 0.49%、食品製造業で1.09%、
製造業全体で 4.63%である((社)配合飼料供給安定機構「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」、
経済産業省「企業活動基本調査J )。
10) カーギルに製造技術を公開し、販売網の提供を行った飼料会社へのインタビュー記事に依ると、
当時の提携は、農協に嫌われるリスクがあり、「工場で、作った製品は正面切って農協ルートでは
売れなかった」と述べている( rビジネス香川 JI 2009 年 7 月 2 日号)。
11) 主に、 『日本農業新聞JI (1997 年 1 月 13 日付)を参照。
12) 資本関係にない企業と取引を行うメリットは、以下の通りである。配合飼料メーカーには価格
交渉力の強化と商品情報の獲得がある。総合商社には、製品情報の獲得と子会社の収益性改善
による連結決算の収益性の強化がある。こうした状況であるため、例えば大立粕は原価割れで
供給されることもある等、買い手の価格交渉力が高い市場構造にあるとされる。ただし、親会
社としか取引を行わない企業として、伊藤忠飼料と全農系飼料メーカーが挙げられる。
13) rFeed InternationalJ SEPTEMBER/OCTOBER 2010, WATTAgNet.com.によると、 2009 年に
おける上位 7 社の製造量の合計は 1，850 万 t である。農林水産省の「流通飼料価格等実態調査J
によると、同年の我が国における飼料製造量は 2，480 万 t であり、約 75%を上位 7 社が占めて
いることが分かる。
14) rJA.com 農業協同組合新聞JI (2012 年 12 月 25 日付)や、総合商社各社の「アニュアルレポー
ト J を参照。
15) rJA.com 農業協同組合新聞JI (2012 年 12 月 26 日付)を参照。
16) 出資金額は 800 万人民元。出資比率は 40.0%である。以上は、日本農産工業の「プレスリリー
ス」を参照。
17) 出資金額は約 213 百万円。出資比率はエピアリス山東社の 30.0%。以上は、日本農産工業の「プ
レスリリース」を参照。
18) 出資比率は 49.0%。製造設備は 20 万 t/年。以上は、協同飼料の「プレスリリース」を参照。
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